Does antitrust violation in Japan compel CEO to resign? by 鵜瀞 惠子
１　はじめに
独占禁止法の措置体系は、1947年の法制定以来、公正取引委員会が行
政処分を担うのみならず、刑事訴追においても専属告発の仕組みがあり、
民事救済においても、公正取引委員会による行政処分（1）のあった事案につ
いて、無過失損害賠償責任が規定されているなど、公正取引委員会の果た
す役割が大きい（2）。
実際には、公正取引委員会による行政処分があると、それを受けて、独
占禁止法に基づく措置とは別に、例えば、発注者による指名停止や指名回
避、所管官庁による業法に基づく営業停止処分、住民訴訟、株主代表訴訟
などが続く。現実の企業経営に対しては、これら公正取引委員会以外の主
体による措置の方が、経済的不利益が直接的かつ多額にわたることがあ
り、抑止力としても実効性が大きいのではないかと思われる。
それでは、経営者にとって、経済的不利益よりもさらに直接的な評価を
示す人事面の処遇はどうであろうか。会社の損害の賠償を求める前に、社長
を解任することはないのであろうか。それとも、独占禁止法違反のような経
済犯罪においては、金銭を取り戻せば十分と考えられているのであろうか。
本稿では、このような問題意識の下に、独占禁止法違反行為が社長の辞
任をもたらしているかどうか、裏返せば、社長が辞任せざるを得ないほど
（1）　排除措置命令（2005年改正前は勧告審決など）又は課徴金納付命令
（2）　2000年に導入された差止め請求訴訟の制度は、公正取引委員会による違反の認定
とはリンクしておらず、ここで、独占禁止法の措置体系における公正取引委員会中
心主義は崩れた。
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独占禁止法違反行為は社会的に非難されているか、どのような場合に社長
の辞任につながっているのか、事例を踏まえて検討することとしたい。
２　経営トップの責任に関する最近の考え方
日本経済団体連合会は、企業行動憲章を定め、その中で、関係法令の遵
守を謳い、経営トップの役割を強調している（3）。
東京証券取引所は、2018年にコーポレートガバナンス・コードを改訂
し、「取締役会は、会社の業績等の適切な評価を踏まえ、CEO（4）がその機
能を十分発揮していないと認められる場合に、CEOを解任するための客
観性・適時性・透明性ある手続を確立すべきである。」との項を付け加え
た（5）。評価を人事に反映すべきということであるが、解任基準を明確にす
るというより、解任手続を定めることを求めている。例えば、社外取締役
が過半を占める指名委員会の設置・活用が想定される。
これを受けて、経営トップの解任基準の整備を検討する企業が増えてい
るとのことである（6）。
日産自動車株式会社は、ゴーン会長が金融商品取引法違反（有価証券報
告書の虚偽記載）の疑いで逮捕された直後の取締役会で、重大な不正行為
があったとして、同氏の会長職と代表取締役の解職を決議したが、コン
プライアンスにおいてトップの責任を重く見る考え方の表れと考えられ
る（7）。
とは言え、これまで、経営トップの選退任は、トップの専権事項とされ
ることが多く、必ずしも取締役会がトップの解任に向けて迅速適切に機能
するとは限らない。
（3）　一般社団法人日本経済団体連合会「企業行動憲章――持続可能な社会の実現のため
に――」1991年９月14日制定、2017年11月８日第５回改定
（4）　経営トップを指す。
（5）　コーポレートガバナンス・コード補充原則４－３③
（6）　エゴンゼンター社の調査による。2018年11月30日付け日本経済新聞。
（7）　ゴーン氏個人の不正行為の疑いもあるとされる。
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小島大徳「経営者の辞任とコーポレートガバナンス」（8）は、生命と財産
を脅かす企業不祥事については、市民参加で経営者をやめさせる仕組みが
必要と説く。
一方、公正取引委員会は、企業のコンプライアンスの取組状況について
の実態調査を行った結果、コンプライアンス・プログラムの実効性を高め
るためには、経営トップが独占禁止法コンプライアンスに対するコミット
メントを表明し、イニシアティブを発揮することが重要であるとしてい
る（9）。経営トップの明確な方針を社員に十分伝えていなかったことが違反
行為の防止又は早期停止に至らなかった一因とするヒアリング結果がある
とのことである。
以上から、独占禁止法違反行為に関しても、その未然防止に経営トップ
の果たすべき役割は大きく、万が一、違反行為が起きた場合には、経営
トップがやるべきことをやっていなかったとの評価に基づき、解任手続の
対象となる可能性はあると考えられる。
３　違反事業者の経営者交代についての調査
実際に、独占禁止法違反行為の責任追及は、経営トップの人事に及んで
いるのであろうか。
違反行為を行った事業者の代表者が交代しているかどうか、その交代理
由は何か、次により調べることとした。
2008年度から2017年度までの10年間に独占禁止法違反による行政処分
（排除措置命令及び課徴金納付命令）（2005年改正前の法律による行政処
分を除く）が行われた事件を対象とし、違反行為者のうち、国内上場会社
について、その代表者がその後の１年間に交代したかどうかを、各年度の
東洋経済「役員四季報」により調べ、交代があった場合は、その後の役職
（8）　神奈川大学「国際経営論集」47巻P35　2014年３月31日
（9）　公正取引委員会「企業における独占禁止法コンプライアンスに関する取組状況につ
いて」平成24年11月
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を確認した。上場会社の実質的に１部門であると思われる会社や外国の上
場会社は含まれない。
交代理由については、日経テレコンにより、報道ぶりを確認した（10）。
（１）行政処分対象事業者の代表者交代
まず、行政処分を受けた上場会社の代表者の交代の有無は、次のとおり
である。
表１　行政処分を受けた上場会社のうち、代表者の交代のあった会社
年度 事件数（11） 対象上場会社数（延
べ数（12））
うち１年以内に代
表者の交代があっ
た会社の数（延べ
数（13））
代表者交代のあっ
た会社の割合（％）
2008  17  32  8
2009  26  10  0
2010  12  16  0
2011  22  10  2
2012  20  24  5
2013  18  28  2
2014  10  11  0
2015   9  18  1
2016  11  26  6
2017  10  15  5
計 155 190 29 15.3
表にあるとおり、10年間の違反行為者のうちの上場会社数は延べ190社
であり、そのうち、行政処分後１年以内に代表者の交代があった会社は延
（10）　泉敦子・権赫旭「社長交代と企業パフォーマンス：日米比較分析」（RIETI 
Discussion Paper Series 15-J-032）でも同様の手法が採られている。
（11）　公正取引委員会が取りまとめている法的措置一覧の一連番号による。措置年月日
ごとの新聞発表文の数である。
（12）　一つの事件で４件の違反行為について行政処分があった会社は４社と数えてい
る。ただし、排除措置命令が行われた場合は、同じ事件の課徴金納付命令はカウン
トしない。
（13）　注12に同じ。
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べ29社、15.3％である。
この延べ29社の社長交代について、それぞれ、その後の役職（次の株
主総会までの短期間に就いた役職を除く）及び報道された交代理由を見て
いくと、次のとおりである。
表２　代表者の交代後の役職と交代理由
会社 代表者の交代後の役職 報道された交代理由
Ａ 代表権のない会長 カルテル問題などにメドがついたと判断
Ｂ 退任（14）
（業績悪化を挙げ、）首脳陣一新で経営責
任を明確にする。
Ｃ 退任 健康上の理由
Ｄ 退任 （日経テレコンでは確認できず）
Ｅ（２件（15））代表取締役会長
在任10年弱になるのを機会に経営陣の若返
りを進め、業績拡大を狙う。
Ｆ 退任
７年務め、経営目標を達成、経営体制の若
返りを図る。
Ｇ 代表権のない会長
在任丸６年となるのを機に、経営の若返りを
図る。（業績予想の下方修正あり）
Ｈ 代表取締役会長 （日経テレコンでは確認できず）
Ｉ 取締役 私生活を優先したい（16）。
Ｊ（４件） 取締役相談役 新規分野への進出を加速する。
Ｋ 退任 業績立て直し
Ｌ 退任 経営強化
Ｍ 退任 経営陣の若返りを図る。
Ｎ 退任 （日経テレコンでは確認できず）
Ｏ（２件） 退任
独禁法違反で営業停止処分を受けている。新
体制で信頼と受注の回復を目指す。
Ｐ（２件） 退任
（日経テレコンでは確認できず）（上場廃
止）
Ｑ（２件） 退任 （日経テレコンでは確認できず）
Ｒ（２件） 代表取締役会長 ８年務め、新体制で課題に対処する。
Ｓ（３件） 代表取締役会長 （日経テレコンでは確認できず）
（14）　取締役として残っていないことを示す。役員四季報に表れない顧問等の役職に就
いている可能性はある。以下同じ。
（15）　１回の新聞発表文に掲載された２件の事件ではなく、１回目の行政処分の後、同
じ年度に別の事件について行政処分が行われた。
（16）　行政処分を受ける前に退任表明している。
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社長が交代後に代表権を持ったまま会長になるというのは、よくある順
当な人事である。上記延べ29社の交代のうち８件では、代表取締役会長
に就任しており、交代理由として「経営陣の若返り」を挙げた会社もある
が、特段の説明がない会社もある。これらは、経営責任を追及した結果の
社長交代と見ることはできない。
残る21件では、取締役退任又は代表権のない取締役となっている。こ
れらについて交代理由を見ると、何らかの違法行為や業績に対する責任を
取ったことを示す理由を挙げている場合が５件（Ａ、Ｂ、Ｋ、Ｏ２件）、
経営上の目的を掲げる場合が５件（Ｊ４件、Ｌ）、若返りを挙げている場
合が３件（Ｆ、Ｇ、Ｍ）、健康上など他の理由を挙げている場合が２件
（Ｃ、Ｉ）、不明が６件（Ｄ、Ｎ、Ｐ２件、Ｑ２件）である。
21件が全体の上場会社数に占める割合は、先の15.3％から下がり、
11.1％となる。つまり、違反行為者のうち、経営責任の追及が社長の退任
に及んでいる会社は、最大でも１割程度しかないということである。
時期による違いがあるかどうかは、対象事例からは判然としない。
（２）行政処分の対象とならなかった違反行為者の代表者交代
ここで、公正取引委員会の行政処分（排除措置命令及び課徴金納付命令）
の新聞発表文において、行政処分の対象にはならないが、違反行為者であ
るとして記載されている事業者について、見ることとしたい。
このような事業者は、最初に課徴金の減免申請を行った事業者のほか、
違反行為対象事業から撤退した事業者などである。課徴金が100％減免さ
れた事業者は、公正取引委員会の調査開始前に自ら違反行為を行ったこと
を認めているのであるから、経営責任についても、他社とは異なり、重く
受け止めている可能性がある。
各事件の新聞発表文において、行政処分の対象とならないが違反行為者
であるとされている事業者のうち、国内上場会社について、（１）と同様
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に、その代表者が１年以内に交代しているかどうか、交代後の役職、及び
交代の理由を調査した。
その結果、対象会社数は、延べ41社（17）であり、そのうち代表者が交代
している会社は、延べ14社であった。率で見ると34.1％であり、（１）よ
りも高い。
交代のあった会社について、交代後の役職と、交代理由を見ると、次の
とおりである。
表３　行政処分を受けなかった違反行為者の代表者の交代後の役職と交代
理由
会社 代表者の交代後の役職 報道された交代理由
a 代表権のない副会長 （最終赤字転落）経営体制を刷新し、早期
の業績回復を目指す
b 代表権のない会長 ４年を区切り。進むべき方向に構造改革の
道筋を付けた。業績は関係ない。
c 代表取締役会長 海外市場の開拓で、売上拡大を目指す。
d 代表取締役会長 代表権者を２人に増やし、海外展開を加速
する。
e（２件） 退任 中期経営計画の推進に一定のメドがついた
ため、経営体制を刷新する。
f（４件） 代表取締役会長 業績悪化で中期経営計画の達成が難しく
なったほか、カルテル問題で株価も下落し
た。トップ交代で再出発を目指す。コンプ
ライアンス問題に一定の区切りがついた。
g 代表権のある副会長 競争力を高める。
h（２件（18））代表権のない会長 経営陣の若返りを図り、経営体制を強化す
る。
i 退任 （日経テレコンでは確認できず）
ここで、代表取締役会長に就任した６件を除くと８件となり、41社に
占める割合は19.5％である。（１）では１割程度であったことと比べると、
２倍近い。
（17）　課徴金減免申請を行った事業者とは限らない。
（18）　注15と同様である。
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違反行為を自認した会社において、その他の会社よりも引責辞任に至る
割合が大きい可能性があることは容易に想像できる。
（３）違反行為の規模から見た代表者交代の有無
それでは、どのような違反行為がトップの交代につながっているのであ
ろうか。
まず、独占禁止法違反行為の規模による違いがあるかどうか、見ること
としたい。
措置年月日ごとの新聞発表文で見る課徴金合計額（19）の順に15社（20）ほど
並べてみると、次のとおりである。
表４　課徴金額の大きい会社の代表者の交代の有無と交代理由
会社 課徴金額（21） 事件数 代表者交代の有無と理由
審判請求又は取消
訴訟提起の有無（22）
① 131億107万円 ４ 交代なし なし
②  96億713万円 ５ 非上場 なし
③  79億6532万円 １ 交代あり・理由（１）Ｅ 審判請求
④  72億6170万円 １ 非上場 なし
⑤  72億3107万円 １ 交代なし 審判請求
⑥  67億6272万円 ４ 交代なし なし
⑦  63億4076万円 ３ 非上場 なし
⑧  56億9839万円 ４ 交代なし なし
⑨  56億2541万円 １ 交代なし 審判請求
⑩  54億9075万円 ３ 交代なし 審判請求
⑪  51億4456万円 １ 交代なし 審判請求
⑫  48億2216万円 １ 非上場 審判請求
⑬  48億円 １ 交代なし 取消訴訟提起
⑭  46億602万円 ４ 交代なし 審判請求
⑮  44億1164万円 ４ 交代なし 審判請求
（19）　関連する複数の事件について、同じ措置年月日に行政処分が行われる場合は、新
聞発表文において、課徴金額を事業者別に合算した額も掲載される。
（20）　同じ会社が複数回の行政処分の対象である場合を含む延べ数である。
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15社のうち、上場会社は10社であるところ、代表者の交代があった会
社は１社のみである。上記（１）や（２）とは数え方が異なるが、代表者
が交代となる率はかえって低く、違反行為の規模が大きいからといって代
表者交代が行われやすいとは言えないようである。しかも、交代のあった
１社の退任後の役職は代表取締役会長であり、違反行為の責任追及の結果
と見ることはできない。
ただし、課徴金額が大きい場合は、違反行為の存否を争う動機も大きく
なる。
これらの会社について、行政処分に対し、審判請求ないし取消訴訟提起
が行われているかを見たところ、表４の右欄のとおり、上場会社では11
社中８社が審判請求又は取消訴訟提起をしており、代表者の交代があった
１社も争っている。８社の会社の中には、違反行為の存否を争わず、課徴
金の算定のみを争点とする会社もあり、違反行為を認めないから責任追及
も行わないとまでは言い切れない。
（４）違反行為の悪性から見た代表者交代の有無
次に、違反行為の悪性の別ではどうであろうか。行為類型による区分も
考えられるが、カルテルや入札談合のうち悪質・重大な事件について告発
が行われる（23）ので、刑事訴追の有無により見ることとする。刑事訴追は、
社会的に非難され、報道の取扱いも大きく、スティグマ効果が大きいと言
われる。
表１の155事件のうち刑事告発事件は４件であり、対応する行政処分を受
けた上場会社について、代表者交代の有無を見ると、次のとおりである。
（21）　罰金刑を受けたことによる調整を含まない。
（22）　民事訴訟又は刑事訴訟ではなく、公正取引委員会の行政処分を争ったかどうかで
ある。
（23）　独占禁止法違反に対する刑事告発及び犯則事件の調査に関する公正取引委員会の
方針（平成21年10月23日改正）
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表５　刑事告発対象会社の代表者の交代の有無と交代理由
告発事件及び対象会社（24） 代表者交代の有無と理由
告発１－ア 非上場
告発１－イ 交代なし
告発１－ウ 交代なし
告発２－エ 交代なし
告発２－オ 交代なし
告発２－カ 交代なし
告発３－キ 交代なし
告発３－ク 交代なし
告発３－ケ 非上場
告発３－コ 非上場
告発３－サ 交代なし
告発３－シ 非上場
告発３－ス 交代なし
告発３－セ 交代なし
告発４－ソ 交代なし
告発４－タ 交代なし
告発４－チ 退任・理由（１）Ｏ
告発４－ツ 非上場
告発４－テ 交代なし
告発４－ト 退任・理由（１）Ｐ
告発４－ナ 非上場
告発４－ニ 退任・理由（１）Ｑ
告発４－ヌ 非上場
告発４－ネ 非上場
対象会社24社のうち上場会社は16社であり、そのうち代表者交代が
あったのは、いずれも４番目の告発事件における３社である。交代割合は
18.8％であり、（１）と（２）の中間の値である。ただし、代表者交代の
判断時点は、（１）～（３）と同様、行政処分後の１年間であるため、刑事
告発・起訴・有罪判決等の時期を基準とすると、交代の有無が異なる可能
性がある。
ニの会社は、告発後、行政処分までの間に、代表者が交代しており、そ
の理由は「本人からの申し出」である。行政処分の後にまた交代している
のが、表２のＱである。したがって、違反行為の責任追及の結果としての
（24）　事件の順序及び事件ごとの会社の順序は、行政処分の新聞発表文の順序とした。
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交代であった可能性がある。
４　考察
（１）独占禁止法違反行為者の代表者交代
３で見たように、10年間の行政処分155事件の対象事業者のうち、上場
会社は延べ190社、そのうち、処分後１年以内に代表者交代のあった会社
は29社で、15.3％であった（３（１）表１）。また、同じ事件で、違反行
為者として認定されながら行政処分対象でなかった上場会社は41社であ
り、そのうち１年以内に代表者交代のあった会社は14社で、34.1％であり
（３（２））、行政処分対象事業者より割合が大きい。
交代理由を見ると、行政処分の対象であって代表者が交代した延べ29
社のうち、独占禁止法違反ないし経営悪化等、経営トップとしての機能が
果たせていないことを挙げているのは、延べ５社（17.2％。190社を分母
とすると2.6％）に過ぎない（３（１）表２）。これらの会社では、交代後
の役職は、取締役から退任しているか、少なくとも代表権は有していな
い。しかし、29社のうち８社は代表取締役会長に、言わば昇任しており、
少なくともマイナスの評価はされていない。つまり、独占禁止法違反行為
による行政処分を受けたことが、経営トップとしての評価にマイナスと
なった会社よりもマイナスとならなかった会社の方が多いということであ
る。
行政処分の対象でなかった違反行為者で、代表者の交代のあった延べ
14社について、交代理由として同様の経営責任に言及されているのは、
延べ５社であり、行政処分対象会社より比率が高いが（35.7％）、延べ５
社のうち４社は同じ会社であり、しかも交代後の役職は代表取締役会長で
あって（３（２）表３）、必ずしも、違反行為を自認した事業者の方が経
営責任を重く受け止めているとは言い切れない。
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（２）代表者交代の有無を分ける要因
独占禁止法違反事業者における代表者の交代の有無を分ける要因を探ろ
うとして、課徴金額の大きい会社や刑事告発対象会社を取り出してみた
が、これらにおいて、より大きな割合で責任追及が行われているとは認め
られなかった（３（３）・（４））。
独占禁止法違反が起きたことの経営トップに対する評価は、違反行為が
会社の評判にどれくらいの悪影響があるかによって定まる面があると考え
られるところ、高額の課徴金という会社にとっての経済的不利益や刑事処
罰という悪質さのレッテルがあっても、経営責任の追及にすぐには結び付
かないようである。
もっとも、刑事訴追を受けた場合には、経営幹部の報酬返上など、会社
において他の措置が講じられることがあり（25）、それで経営責任追及済みと
されている可能性がある。つまり、独占禁止法違反が起きたことは、経営
者の首を取るほどの話ではないと位置づける会社が大部分であるというこ
とであろうか。
（３）他の企業不祥事との比較
独占禁止法違反行為の社会的評価を探るため、他の企業不祥事における
トップの辞任の有無について、試みに報道から調べてみると、検査不正事
案においては、３年間に、上場会社９社のうち５社において、代表者が交
代している（26）。３（２）で見たよりも高率である（55.6％）。しかも、交代
後の役職が代表取締役会長である会社は、一つもない。
交代率の算定方法が同じとは言えないが、独占禁止法違反行為よりも検
（25）　例えば、前田道路株式会社は、2016年３月24日、独占禁止法違反容疑により起訴
されたことを受け、取締役等10名が報酬の一部を自主返上すると発表した。
（26）　2015年４月から2018年３月までを対象期間として、日経テレコンで「検査　不正」
というキーワードで日経各紙を検索したところ731件の記事があり、そのうち、記事
タイトルに行為者として社名が挙げられた上場会社について、東洋経済「役員四季
報」により代表者交代の有無を確認した。
白鷗法学　第26巻１号（通巻第53号）（2019）186
査不正の方が社会的には厳しく評価されていると見ることは可能であろ
う。検査不正は、法令で定められた手続を守っていなかったということで
あって、直ちに不良品につながるとは限らず、競争制限行為の方がユー
ザー（消費者）の利益を直接的に害するものである。しかし、「やるべき
ことをやっていない」ことは具体的にわかりやすく、正当化事由も考えら
れないことがトップの責任追及につながりやすいのであろうか。
（４）独占禁止法コンプライアンスの意義
公正取引委員会のコンプライアンス実態調査（27）によると、調査対象企
業は、独占禁止法違反行為について、金銭的不利益（課徴金、損害賠償金
等）があるのみならず、当局による調査や民事手続へ対応するための事業
リソースの浪費や人材の喪失、企業イメージの悪化を挙げており、独占禁
止法コンプライアンスは戦略的リスク管理ツールとして位置付けるべきと
される。
３で見たように、独占禁止法違反行為が経営トップの責任追及につな
がっているのは、業績悪化を理由とするものを含めても３％以下と極めて
小さな割合でしかなく、戦略的リスク管理の重要性が必ずしも人事面に反
映されていないようである。上記調査に回答した、企業内の法務・コンプ
ライアンス担当者の感覚と、経営トップやその監督主体である取締役会、
ひいては株主の判断には乖離があることが窺われる。独占禁止法違反行為
の戦略的リスクについて、取締役会や株主が共通の認識を有していないと
すれば、コンプライアンスに必要なリソースが投入されないおそれがあ
り、そのこと自体が問題である。
５　終わりに
最近、独占禁止法違反のおそれのある行為があったことから、社長が引
（27）　注９参照。
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責辞任するという事例があった（28）。
疑いの段階での退任決定の是非についてはいろいろな意見があり得る
が、少なくとも独占禁止法違反リスクを重視する、このような会社が増え
てくれば、社会的評価も改まり、独占禁止法コンプライアンスの実も上が
ると考えられる。
今般、独占禁止法違反行為が経営者交代をもたらす割合はあまり多くな
いことがわかったが、それがどのような要因によるものか、社会的評価と
どのような関係があるのか、またそのことが実効あるコンプライアンスの
推進にどのような影響を及ぼしているかについては、まだ検討すべきこと
が多々あると考えられる。今後の課題としたい。
＜参考文献＞
本文及び脚注に記載。
 （東洋学園大学現代経営学部）
（28）　アルテリア・ネットワークス株式会社についての2019年４月16日付け日本経済新
聞電子版の記事
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